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戦後の日本政治はほとんどが保守政権によって担われてきた。１９４７年と１９９４年に一時期だけ日
本社会党の委員長が総理大臣になったことはあったが，基本的に保守政党との連立政権であったため
革新｣性をもっていなかった。
戦後，アメリカ占領期を経て再び独立国家として新しく出発する日本は，朝鮮戦争（韓国内戦）の
特需により戦前の生産力を回復し,国民生活も絶対的な窮乏から脱け出した。そのような状況の中で，
講和条約をめぐり分裂していた左右社会党が統一（1955年１０月）し，それに危機意識を募らせて
いた財界を中心とした日本の保守勢力は，各保守政党に合同することを強力に促し，自由民主党とい
う巨大な保守政党が誕生（1955年１１月）するに至ったのである。
このような左右社会党の統一と自由民主党の誕生によって生まれた日本の政治システム，政党シ
ステムを「５５年体制」と呼んでいるが，当初，この５５年体制というのは政権交替の可能な二大政党
システムとしての役割が期待されていたものであった。（鳩山一郎内閣総理大臣の所信表明演説参照。
1955年１２月２日衆参本会議にて）
しかし，５５年体制は時間が経つにつれ，二大政党制から次第に－ケ二分の一政党制に，そし
て，一党優位政党制，自由民主党半永久政権，自由民主党永続支配というふうにその性格が変わって
いったのである。結果的に５５年体制は自由民主党の一党支配，つまり政権交替のない政党システム
として特徴付けられる。
そのような５５年体制も長期政権の宿命とも言える政権内部の対立と分裂により，１９９３年７月に
行なわれた第４０回総選挙の結果，ついに３８年間の歴史に幕を閉じて崩壊した。この選挙は１９５５年
以後，有権者の意思が始めて尊重され，政権交替が行なわれたことで歴史上非常に意義のある選挙で
あったといえよう。
選挙の結果を受けて自由民主党長期政権に替わり，野党８党派による連立政権が誕生するが，結果
的には－年も経たないうちに二つの反自民非共産連立政権が崩壊，日本社会党の村山委員長を首班と
する自社さ連立政権を踏み台にし，自由民主党は見事に政権に復帰，現在は様々な群小政党を巻き込
みながら，単独政権同様の連立政権を作り，５５年体制に次ぐ「第二の全盛期」を享受している。
本論文は，５５年体制期に自由民主党が推進してきた福祉政策が，国民生活にどのような影響をも
たらし，また，自由民主党長期政権とどのような関係にあったのかを福祉政治学（WelfarePolitics）
の立場から検証，分析したものである。福祉政治学はまだ学問としての市民権を得ていない。現代の
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多元化された政治，社会システムを適確に分析し，そこから出てくる様々な問題に対し，より適切な
解決策を出すためには，学問の領域を越えた学際的な研究が必要とされる。本論文はまさしくそのよ
うな立場に立ち，福祉の問題とその問題にもっとも素早く対応すべき学問である政治学を結び付け，
より国民の生活を豊かなものにするための学問として福祉政治学を提唱したものである。
本論文は全６章から構成されている。
第１章は本論文の目的及び本論文の学問的意義について述べている。基本的に本論文は政治学を
ベースにして福祉問題を取り上げているが，本論文の第一の目的は，５５年体制における自由民主党
の実体や本質を明らかにすることである。単なる結果論的な分析ではなく，自由民主党長期政権が現
代日本に及ぼした影響について徹底的に追及している。第二の目的は，自由民主党長期政権の原因と
して福祉政策が果たした役割について検証する。第三の目的は，日本におけるデモクラシーの在り方
を検証する。第四の目的は，筆者が韓国から来ている留学生であることを常に認識し，本論文で得た
学問的な成果を韓国に応用することである。
本論文は戦後日本の政治全般をその分析対象としているが，その中でも福祉政策が国家政策のもっ
とも中心的な位置を占め，その後は急速に福祉政策に対する逆風が吹いてしまう１９７０年代を中心に
議論を進めている。革新自治体との関係で福祉政策の在り方が変わっていくのがこの時期であった。
本論文のもっとも重要なキーワードは「政権交替」である。日本で一般的に使われている政権交代
ではなく，「政権交替」である。国民の意志によって政権が変わることを「政権交替」という。自由
民主党長期政権時の政権たらい回しのようなものは政権交代である。この二つの言葉を区別するのは
恐らく，本論文が始めてであろう。
本論文は前述のように，福祉政治学という新しい学問領域を切り開くことを提唱している。今まで
政治学は帝王学として為政者のための学問としての役割が強かった。しかし，本論文は政治学のある
べき姿をより国民の身近な課題を解決する学問として位置付け，一般国民の味方としての政治学の役
割を強調している。
第２章は本論文の分析枠組である。アメリカの政治学者たちによって提起された世代理論
(GenerationalTheory）は３８年間の自由民主党長期政権を分析するにあたってもっとも基礎的で有
効な理論である。なぜ，３８年間も長期政権を維持することができたのか。なぜ，その長期政権は崩
壊せざるを得なかったのかを説明する際に非常に有効である。
「権力は腐敗する傾向がある。絶対権力は必ず腐敗する｡」という言葉は，絶対権力，独裁権力に対
し警鐘を鳴らしたあまりにも有名な言葉である。自由民主党政権３８年間は政権交替が起こらないシ
ステムであった。その自由民主党政権は長期政権だったゆえに,多くの弊害が生じ,国民の負担になっ
ていた。デモクラシーというのは同じ土俵の上で，同じ条件の下で争うことを大原則としている。し
かし，５５年体制においては，国民の意思が歪曲されるような選挙制度になっていたため，公正な競
争が行なわれなかった。すなわち，自由民主党政権は有権者の半分にも満たない支持を背景に国家権
力のすべてを掌握していたのである。現代デモクラシーの盲点が浮き彫りになったわけである。
政党の第一の目的は政策を実現することである。そしてその政策を実現するためにその政策に賛同
する者同士が集まり，政権を獲るために尽力するのである。政策実現は目的であって，政権の獲得は
そのための手段である。しかし，現在の政治過程における政党は政権の獲得ないし維持だけが目的に
なっていて，政策の実現には本腰を入れようとしないのが現状である。政治の原点に戻り，政策を実
現するための政権獲得を目指すにはどうすればよいだろうか。政治学のもっとも古く，もっとも難し
い課題である。
戦争時には人類の数々の矛盾が表出する。そして，戦争が終わればその矛盾の治癒に人類はまた走
る。第二次世界大戦時には世界のほとんどの国が戦争に巻きこまれ，戦争国家体制になっていた。そ
の戦争が終わって，西ヨーロッパの各国は戦争国家に代わるものとして福祉国家の実現を掲げ，戦争
によって傷ついた国民生活を正常に戻す努力に励んだ。日本においても，自由民主党が福祉国家の実
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現や福祉社会の建設などのスローガンを前面に立て，西ヨーロッパのような福祉国家を作ることを目
標にしていたが（結党時の綱領参照)，結果的に，自由民主党政権は福祉国家の実現に真剣に取り組
むことはなかった。
第３章は自由民主党長期政権を可能にした要因に関する先行研究をまとめた。それぞれの研究分析
によれば，イデオロギーの対立が５５年体制を生んだ基本構図であったために，自由民主党はアメリ
カに対し従属関係を強いられていたし，結果的にそれが自由民主党長期政権を可能にする要因として
作用した。アメリカの世界戦略における構想の実践に自由民主党はいつも充実に対応していた。冷戦
構造の崩壊と同時に自由民主党は分裂し，そして，その政権が崩壊したのは，いかに自由民主党がイ
デオロギーに束縛されていた政権であったのかを物語っている。
中選挙区制が自由民主党の長期政権を可能にした要因であるとも指摘されている。自由民主党長期
政権の要因を野党の側に求めることは簡単ではあるが，野党の責任を追及する前に，きちんと自由民
主党の非民主性をも論じなければならない。
自由民主党が長期政権を築いたのだから，その要因を自由民主党内部で探すことはごく自然であろ
う。自由民主党は他の政党と違って，イデオロギーを前面に出している階級政党ではなく，すべての
国民を代表する包括政党であったこと，それに外交政策や高度経済成長政策などが成功し国民から強
い支持を受けていたこと，そして，各支持団体や支持勢力に対し利益をもたらしたことが自由民主党
長期政権の要因として挙げられている。
第４章は自由民主党の福祉政策について検討している。西ヨーロッパでは社会民主主義政党によっ
て推進されてきた福祉国家政策が自由民主党の前身であるそれぞれの各保守政党によって，全くの理
念抜きでスローガン化して主張された。自由民主党は結党時の主要五文書の中ですべて福祉国家の実
現や福祉社会の建設を用いていて，福祉に－番熱心な政党であることをアピールしている。反面，日
本社会党などの野党は自由民主党が主張している福祉国家の実現や福祉社会の建設などのスローガン
政治に対し有効な対応策を講じず，国民に根強く支持されていた福祉国家に対する批判を行なう。自
由民主党のスローガン政治は見事に成功を収めたのであった。
アメリカ占領期以後，福祉政策を具体的に推進してきた自由民主党の各政権は基本的に経済成長の
土台の上で，福祉の向上を図っていた。池田政権，佐藤政権の高度経済成長期には福祉に関する制度
的な整備もかなり進み，田中政権のときには福祉元年とまで言われた時期があった。しかし，オイル
ショックによる経済成長の低迷は日本の福祉に対する見直し論争を呼び，結局，今まで自由民主党が
推進してきた福祉政策の本質が国民の福祉の権利性を認めたものではなく福祉は国からの恩恵であっ
たことを立証している。
その恩恵としての福祉政策は社労族と呼ばれている自由民主党の厚生関係有数の議員においても同
様で，彼らは国民のための福祉政策を考えていたのではなく，厚生省のエージェントのような役割を
担い，厚生省の利益を守ることに奮走していた。また，現在の自由民主党内の有力政治家の中にも福
祉政策に熱心な人はあまり見当たらない。これからの日本における福祉の向上を実現するためには自
由民主党に替わる新しい政治勢力の出現が求められている。しかし，今の日本政治の最大の問題はそ
のような政治勢力が存在しないところにある。
第５章は老人医療費無料化の政策過程を辿ってみた。老人医療費無料化制度を初めて導入したのは
1960年の岩手県沢内村である。当時６５歳以上の人たちに対し，国保１０割給付を行なったのである。
その翌年からは６０歳に対象年齢を引き下げて現在に至っている。沢内村の老人医療費無料化の成果
は上々に現れ平均寿命の伸びや予防医学の実現，そして全体総医療費の減少など画期的な成果を挙げ
ていた。その後，沢内村の試みは当時全国各地で盛んになっていた革新自治体によって導入され，そ
れに後押しされた自由民主党政権は１９７３年１月から７０歳以上の老人を対象にする老人医療費無料
化制度を導入するのである。日本は１９７０年に６５歳以上の人口が７％を超え，高齢化社会に入った
わけだが，どういうわけかこのときには７０歳以上が対象になっている。当時は６５歳以上を老人と
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呼ぶのが普通であった時期である。当初から老人医療費無料化制度の導入に積極的ではなかった自由
民主党の姿勢が伺える。そのため，この制度を導入することになったのとほぼ同時に，この制度に対
する見直し論議が厚生省や自由民主党などを中心に起こり，結局，制度導入１０年で破綻を迎える。
老人保健法の制定がそれである。
自由民主党が右から左まで多くの人材を抱えていることを大きな長所として取り上げている人もい
る。しかし，それは自由民主党の政権維持のためには長所になるかもしれないが，国民の福祉，国民
の利益の立場から考えるとあまり評価できない。このように自由民主党は常に党内の様々な勢力を利
用し，政権を維持してきたのである。
第６章は政党政治と福祉政策の相関関係について述べている。今までの日本の政党政治は政権をめ
ぐる競争も政策を前面に立てた競争もなかった。それぞれの政党が独自の政策を掲げ，その政策を有
権者に評価してもらうのが選挙の在り方であるが，５５年体制期にはそのような選挙過程は存在しな
かったのである。そのため，競争相手の政策（主に自由民主党による野党や革新自治体の福祉政策）
を自分の物に横取りすることがしばしばあった。そのようなことは政党間の政策による競争をますま
す難しくしたのである。そして，国民の権利として尊重されるべき福祉は，政権党による一方的な恩
恵としてしか機能しなかったのである。
これからの政党政治と福祉について，国民福祉の向上の立場に立って考えると，一番望ましいのは，
それぞれの政党が独自の福祉政策を掲げ，国民に選択肢を明確に提示して競争することである。その
時に，真の政党政治が生まれ，真の国民福祉の向上をもたらすことができよう。
最後は本論文の副題として用いている福祉政治学を展望し，これからの課題について述べている。
本論文は自由民主党がなぜ長期政権を築くことができたのか，福祉政策に焦点を当てて研究したもの
である｡政治学が取り組むべき課題としての福祉政策を取り上げる学問としての福祉政治学を提示し，
その成果によって統治者のための学問としての性格を強めてきた従来の政治学に刺激を与え，政治学
そのものを人間主体の政治学とすることを目指したものである。本論文をきっかけに筆者に課せられ
た役目は福祉政治学の確立であり，その福祉政治学の市民権獲得のために一生懸命に精進することで
その役目は果たされるであろう。
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論文審査結果の要旨
論文執筆者，金榮稔氏は，韓国からの留学生である。
周知のように，韓国は，１９６１年以来３代３２年間にわたり軍事独裁政権下にあった。ようやく，
1992年大統領選挙で軍事政権から文民政権に移行し，９７年の大統領選挙で初めての政権交替を経験
している。
軍事政権下で育った金氏は，韓国の民主化にとって，現在も大きな影響をもち，政治システムや政
治文化において類似し，さらに，民主主義においてアジアの先進国とされる日本の研究が不可欠だと
考え日本に留学した。
すでに韓国東国大学において「日本と韓国の政治文化比較研究」という学部卒業論文を執筆した金
氏は，日本が，「民主主義国」とされながら，３０年以上も政権交替がない国であるということに疑問
を抱いた。そこで，早稲田大学大学院政治学研究科に入学，その要因を探求し，修士論文「政権交代
の可能な政治システムの条件に関する研究-1960年代の日本社会党を中心に」をまとめたわけであ
る。こうして自由民主党長期政権論が，金氏の政治学研究の一貫したテーマになるのであるが，本論
文は，さらに研究を深め，長期政権の要因を自由民主党の福祉政策に求めたものである。
論文では，第一章で，論文の目的，学問的意義，第二章で，論文の分析枠組みを提起している。第
三章では，先行研究の検討を行ったうえで自説を展開する。従来の研究が，対外的要因，野党の政権
担当能力，日本社会の保守性，あるいは包括政党論，利益誘導政治等々の点から分析していることも
踏まえながら，自由民主党政権とその政策に対する批判的視点からの分析，すなわちその政策が，国
民の福祉，幸せの向上に寄与できているのかを批判的に検討･することが重要であるとする。そして，
第四章，五章での分析に基づいて，自由民主党が自らの立党の理念，原則に矛盾しても他党の福祉政
策を蟇奪し，選挙において政策論争を回避するという戦略をとったことを長期政権の要因と結論付け
ている。
第四章は，自由民主党の福祉政策について党の重要文書，現役政治家等の考え方を明らかにするこ
とによって，自由民主党の福祉政策の意味，位置付けを検討している。自由民主党は，福祉政策を国
民の権利としてよりも恩恵として捉えているに過ぎないのであるが，結果的には福祉国家，福祉社会
などのスローガンを有効に使い福祉政策に熱心な政党であるかのように国民に認識させるのに成功し
たとする。
第五章は，老人医療費無料化政策を分析する。自由民主党の福祉政策戦略がもっとも効果を発揮し
たのは，革新自治体の台頭等の要因により，長期政権が危機に立たされた７０年代与野党伯仲時代で
ある。自由民主党福祉政策の凝縮された時期が「福祉元年」を名乗った田中内閣時代であった。革新
自治体の政策として全国に拡大し，自由民主党そして国の制度として取り入れられた老人医療費無料
化政策はその象徴である。
第六章は，全体のまとめとして政党政治と福祉政策の相関関係を分析している。これからの政党政
治と福祉のあり方として，政党がそれぞれ独自の理念，原則をもち，それに基づく福祉政策を掲げ，
国民に明確な選択肢を提示し，政策競争することを提起している。そこに，政権交替を可能とする真
の政党政治が生まれ，国民福祉の向上が期待できるとする。
まとめは，以上の作業を踏まえて「福祉政治学」を提唱し，その性格，研究対象，方法等今後深め
ていくべき課題を提示している。
この論文の意義，特色として，大きく三つの点をあげることができよう。
第一には，自由民主党長期政権論として見るとき，その要因の一つとして福祉政策に着目している
ことである。従来，福祉政策は，政治の争点ではあったが，主として野党の政策として捉えられ，自
由民主党はむしろ反福祉政党としてこれに対立する勢力として分析されてきたといえよう。従って，
政治学のみならず，社会福祉学，社会政策学，社会保障法学においてもその立ち入った分析は行われ
－６－
ていなかった。老人医療費無料化を象徴的な例として，社会党，共産党，公明党，民社党などの野党
の掲げる福祉政策を採りこみ，換骨奪胎して政策化するという自由民主党の政権延命戦略を明らかに
した本論の学問的意義は大きいと言えよう。
第二に，福祉政治学の提唱である。荒削りであり，まだ萌芽的な段階ではあるが，政治学，社会福
祉学双方にとって刺激的な問題提起であり，両者の架け橋となる可能性を秘めていると言えよう。も
ちろん，政治学の分野でも，高齢社会や福祉国家等については論じられているが，個別政党の福祉政
策まで踏み込んでの研究は少ない。また，社会福祉学や社会政策学，社会保障法学等においては，福
祉政策の制度，政策的分析はあるものの政党の政策と国家政策の関係をダイナミックに論じたものも
数少ない。
第三に，本論文の構想の大きさが挙げられよう。もっとも，そのことは，実証的研究や論証の厳密
さに難をもたらすという欠点をも伴なっている。しかし，政党間の政策論争を基礎とし，政権交替を
可能にするという「真」の政党政治の確立による国民福祉の向上を目的とする本論文は，目的実現の
ための第一歩を踏み出したところであるが，＋分に将来性を感じさせるものである。本論文は，日本
の民主化を論ずることにより，韓国の民主化の方向を示すものとして，日韓両国の架け橋となろう。
今後の研究のグランドデザインを示した本論文は，韓国からの留学生であるということを考慮して
も福祉政策の実証的研究においては物足りないところが多々ある。とくに，７０年代の福祉政策とし
て老人医療費無料化を取り上げているが，もう一つ重要な意味を持つ（とくに企業，資本の動向にお
いて）児童手当制度に関しては今後の課題とされている点が指摘できよう。また，政策担当者への直
接的インタビューや調査も積極的に行なうべきである。
以上，細部においては問題もあるが，前述のような意義と将来の研究発展の可能性に期待して，審
査員全員の一致した意見として合格と判定した。
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